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１．目的  

東海・東南海・南海の３連動地震の防災対策強化が求められる中，橋梁構造物等の耐震設計基準の改定が図

られている．道路橋においても道路橋示方書 1)の改定があり，長周期地震動や強震時間の長期化に伴う構造の

大変位応答が課題のひとつとなっている．一方で，新設橋梁の耐震設計や，既設橋梁の耐震補強を計画する場

面においては，その橋梁の置かれた社会的環境に適した性能設計を行うために，場合によってはその橋梁の上

部構造変位を大きくする場合も考えられる． 

このような局面では，過去の巨大地震の被害事例にもあるとおり，橋梁上部構造が隣接上部構造もしくは橋

台胸壁に衝突することとなり，被災後の緊急輸送路確保の観点からも耐震性能に着眼した衝撃エネルギーへの

対応策・緩衝策が必要である． 

また，構造物の新設・既設に関わらず長寿命化も重要課題であり，特に既設社会資本の有効活用という視点

では，補修･補強において検討する地震対策が，隣接構造との衝突による衝撃問題を伴う事態へと発展するこ

とともなりうる 2) ． 

このような背景のもと，巨大地震に伴う構造物の大変位が見込まれる部分（橋梁上部構造の遊間など）に適

宜配置して，衝突に伴うエネルギーを吸収する装置の開発・研究の必要性が高まっており 3)，そのために実施

した実験的研究の成果について報告する．従前より構成部材が圧縮破壊することによってエネルギー吸収を図

るタイプの緩衝材は存在していたが，対象とする装置は，強震時間が長い状況下で，繰り返しエネルギー吸収

を可能とする性能を有するものとしており，その性能を重錘落下試験によって確認している．なお，装置は巨

大地震の中で稼動することが求められることから複雑な構造を避け，ゴムのせん断剛性のみに着目したシンプ

ルなものとした． 

 

２．橋梁等構造物周辺の検討課題 

 昨今の橋梁等構造物建設もしくは維持管理面にお

いて課題となっている検討事項は以下の通りと考え

る． 

①新設または既存ストックの維持管理面に関わらず，

建設等に関わるコスト縮減が最優先されること． 

②新設構造物の場合は当然として，既存ストックの

メンテナンスにおいても対象構造物の耐用年数の延

命化を推進すること． 

③プレート境界型大規模地震（３連動など）への耐

震性能を確保する問題についても，橋梁等構造物が

社会基盤の基軸，大規模災害時の復旧・防災・保全

ネットワークの役割も有しており，万一の大災害時

においても対応できなければならない． 

 一方で，このような検討事項に対して橋梁等構造

物の計画・設計・メンテナンスの分野では，次にあ

げるような多くの研究･検討が重ねられてきている． 

(1)建設コスト縮減に向けた取り組み 

 建設等に関わるコスト縮減の具体策としては一例

として合理化構造の採用があげられる． 

構成部材数の削減や部材の小型化など，技術革新

と併せて人的資源管理を容易とし，その結果建設コ

ストの縮減につなげるものがある． 

(2)耐震性能および耐震設計法 
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計算機性能の進化に伴い連たんする多径間橋梁の

同時解析が可能となってきた．この結果，大規模な

動的非線形応答解析を行うことで部材のエネルギー

吸収を考慮した全体としてコストミニマムな設計を

行うことが可能となってきた． 

しかしながら，このような新設橋梁の計画･設計局

面もしくは既設橋梁のメンテナンス局面において，

その長寿命化あるいは延命化を検討する場合に「上

部構造の桁間衝突」もしくは「上部構造と橋台胸壁

との衝突」を考慮しなければならない場面も想定さ

れる． 

 このような状況においては，従来より以下のよう

な緩衝装置が使用されている． 

①ハニカム型緩衝材 4),5) 

②ゴム緩衝材 6),7) 

③せん断パネル型ダンパー8) 

これらの緩衝装置の多くは復元特性を有しておらず

大規模地震時においては，その残留変形量の大半が

応答変位量の最大値となり，原形に復旧しないもの

である． 

 

３．新型緩衝装置開発の必要性 

 このような環境の中で，たとえば平成 24年 3月の

（道路橋を対象とした）道路橋示方書改定に示され

るとおり，橋梁等構造物の耐震設計に関わる基準が

見直されており，特に対象とする設計地震波の特長

にも以下のようなものがあげられる． 

①地域別補正係数等の見直し 

 個別地域の特性をより詳しく評価できるよう補正

係数が見直されている． 

②長周期大規模地震動への対応 

 Ｌ１地震動の継続時間長期化（平成 23年東北地方

太平洋沖地震 山崎振動観測所地盤上 NS成分：主た

る振動継続時間＝約240秒）への対応も必要となり，

構造物によっては極めて大きな変位応答を生じるも

のも考えられる状況にある． 

 

 今後は，橋梁等構造物の水平方向変位応答の大き

さとそのコントロール技術が，新設のみならず既設

ストックのメンテナンスもしくは災害時の耐震性能

も含めた延命化を左右する因子となりうることに注

意が払わなければならない． 

 このような観点で特に橋梁システムについて着目

すると，着目する上部構造に作用する慣性力は長周

期大規模地震動などにより地盤面もしくは下部構造

との相対変位量が極めて大きくなることが予測され，

その結果，隣接する上部構造もしくは橋台胸壁と衝

突することとなる． 

 この際の激しい衝撃エネルギーを何らかの形で吸

収しなければ，上部構造もしくは橋台胸壁（あるい

は下部構造等）の破壊を引き起こし，最悪の場合は

落橋事故に至ることも想起できる． 

 このため，橋梁上部構造の（隣接上部構造もしく

は橋台胸壁との）遊間周辺に設置して，この衝撃エ

ネルギーをコントロールするとともに，上部構造の

慣性力作用下から開放された後には原形に復元する

特性を有することを目的とした新型の緩衝装置を開

発することとした． 

 

４．新型緩衝装置(クサビ機構ゴム緩衝装置)の概要 

 図-1に，クサビ機構ゴム緩衝装置の概要図を示す．

クサビ機構ゴム緩衝装置は，受圧部の先端が金属の

クサビ状に加工されており，鉛直変位が作用すると

スライダーが左右に移動することにより水平変位に

変換される．復元装置に積層ゴムを用いており，ス

ライダーの水平変位に伴い積層ゴムがせん断変形す

る構造である．積層ゴムは，一端が本体部に固定さ

れ，他端は本体に固定されている．また，受圧板ク

サビは，ガイドレールに沿って上下する構造となっ

ている．  

 

５．新型装置の静的載荷試験 

５．１ 試験の概要 

本研究では，クサビ機構ゴム緩衝装置の基本的特

性と，クサビ機能の有効性を確認することを目的と

図-1 クサビ機構ゴム緩衝装置の概要図 
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して，単純載荷試験と静的反復載荷試験を行った． 

単純載荷試験は，荷重と変位の関係による鉛直荷

重と鉛直変位および水平変位の関係から，復元力特

性と減衰特性を確認する． 

静的反復載荷試験は，鉛直荷重が載荷された後に，

鉛直荷重が完全に除荷される前の戻り途中で再び鉛

直荷重が載荷されたときの，復元力特性と減衰特性

を確認する． 

 

５．２ 試験供試体 

図-2に，クサビ機構ゴム緩衝装置供試体の基本寸

法図を示す．各主要部材の質量は，受圧板クサビは

47.9kg，スライダーは52.4kg，積層ゴムは18.0kgであ

る．積層ゴムは，せん断弾性係数 G12の天然ゴムを

使用している．クサビとスライダーとの摩擦面は，

それぞれテフロンとステンレス加工とし，摩擦係数

は0.1 程度である．  

 

５．３ 単純載荷試験 

（1）試験方法 

図-3 に試験方法の概略図を示す．鉛直荷重を鉛直

変位が 100mmになるまで載荷し，その後 0mmにな

るまで除荷する．これを繰返し 4回行った． 

計測項目は，鉛直荷重，鉛直変位および水平変位

とし，鉛直荷重をロードセルにより，鉛直変位およ

び水平変位を変位計により測定した． 

（2）試験結果および考察 

表-1 に試験結果を，図-4 および図-5 に鉛直荷重，

鉛直変位および水平変位の関係を示す．鉛直変位を

水平変位に変換するクサビの角度が 45°であるため，

鉛直変位と水平変位は同じ変位量となるはずである．

しかし，表-1 に示すように僅かに異なる結果となっ

たが，概ね，1:1 に変位が変換されていることが確認

できた．なお，僅かな差異は，供試体のガタや製作

公差の影響と考えられる． 

鉛直変位 鉛直荷重 水平変位 残留変位

Dv Pmax Dh

(mm) (kN) (mm) (mm)

1サイクル目 100.42 116.33 98.05 10.45

2サイクル目 100.10 108.82 97.45 10.22

3サイクル目 100.40 105.08 97.10 8.90

4サイクル目 98.37 102.27 96.22 3.50

表-1 試験結果 
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図-4 および図-5 に示すように， 1サイクル目は鉛

直荷重がやや大きめになる傾向にあるが，2サイクル

目からは安定していた．また，2 サイクル目から 4

サイクル目までの減衰定数の平均値は 8%であった． 

 以上のことから，クサビ機構ゴム緩衝装置は復元

特性を有し，繰り返しエネルギーを吸収する性能を

有することが確認できた． 

 

５．３ 静的反復載荷試験 

（1）試験方法 

鉛直荷重の載荷方法は，図-6 に示すように，鉛直

変位が 100mmになるまで載荷し，その後 50mmにな

るまで除荷し，再び鉛直変位が 100mmになるまで載

荷し 50mm になるまで除荷する．その後，鉛直変位

が 70mmになるまで載荷し，0mmになるまで除荷す

る． 

（2）試験結果および考察 

図-7 に示すように，1 回目の載荷試験では静的載

荷試験と同様に，1サイクル目は鉛直荷重がやや大き

めになる傾向にあるが，図-8 に示すように，2 回目

の載荷試験では，2サイクル目以降もほぼ 1サイクル

目の履歴に重なる結果となった． 

以上のことから，クサビ機構ゴム緩衝装置は反復

繰返し載荷試験においても復元特性を有し，繰り返

しエネルギーを吸収する性能を有することが確認で

きた． 

 

６．重錘落下試験 

６．１ 試験の概要 

クサビ機構ゴム緩衝装置の衝撃力の吸収性能を確

認する目的として，クサビ機構ゴム緩衝装置と剛結

供試体を用いて重錘落下試験を行い，それぞれの衝

撃力や伝達衝撃力の違いを確認した． 

 

６．２ 試験供試体および試験方法 

クサビ機構ゴム緩衝装置供試体は，図-2 に示す静

的載荷試験で用いたものを使用する． 

剛結供試体は，図-9 に示すように，クサビ機構ゴ

ム緩衝装置の積層ゴムを固定金属に置き換えた構造

図-9 剛結供試体 
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である．スライド機構は全く機能せず，クサビが固

定金属により固定されたスライダーの上に置かれた

状態である． 

図-10 および写真-1 に，重錘落下試験の概要を示

す．重錘は,曲率半径 0.1m の半球状の衝突部

（ 13.75kg）の上に半径 35mm の細首の円接部

（26.7kg）を介して方板を重ねた質量部（228.0kg）

を連接したものである．この細首部にひずみゲージ

を貼付して 1,000kN 重錘ロードセルを自作した．  

表-2 に，計測項目と設定を示す．測定項目は，衝

撃力について，入力衝撃力を重錘ロードセルにより，

伝達衝撃力を供試体の下側に設置した 2 台の 500kN 

ロードセルにより測定し，変位については，受圧板

の鉛直方向変位とスライダーの水平方向変位をレー

ザー式変位計（測定範囲±100mm）で計測した．ま

た，重錘加速度を鋼板部の下端に設置した加速度計

で計測した． 

なお，計測データはシグナルコンディッショナー

および専用アンプを通した後 A/D コンバータを介

して PC により，20kHz でサンプリングした． 

表-3 に試験ケースを示す．重錘落下試験は，落下

高さを 2cmから 20cmまで 2cmずつ，20cmから 50cm

は 5cmずつ増加させ，各 2 回ずつ行った． 

 

６．３ 試験結果および考察 

（1） 衝撃力と時間の関係  

図-11 にクサビ機構ゴム緩衝装置，図-12 に剛結

供試体の重錘落下高さ h=8cm における衝撃力と時

間の関係を示す． 

重錘とクサビ機構ゴム緩衝装置の受圧板の間に生

ずる重錘衝撃力は，図-11 によると，まず，
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図-10 重錘落下試験概要 写真-1 重錘落下試験 
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No. 計測機器 計測項目 記号 備考

1 1000kNロードセル 載荷荷重（衝撃荷重） Pin 自作

2 500kNロードセル 伝達荷重 Pt1

3 500kNロードセル 伝達荷重 Pt2

4 レーザー式変位計 受圧板の垂直変位 UV1

5 レーザー式変位計 受圧板の垂直変位 UV2

6 レーザー式変位計 スライダーの水平変位 UH1

7 レーザー式変位計 スライダーの水平変位 UH2

8 加速度計 重錘の落下速度 α1

9 加速度計 重錘の落下速度 α2

ボアホール型

レンジ
　±100mm

500G用

表-2 計測項目 

区分 落下高さ 回数

落下高さ1cm 2

落下高さ2cm 2

落下高さ4cm 2

落下高さ6cm 2

落下高さ8cm 2

落下高さ10cm 2

落下高さ12cm 2

落下高さ14cm 2

落下高さ16cm 2

落下高さ18cm 2

落下高さ20cm 2

落下高さ25cm 2

落下高さ30cm 2

落下高さ35cm 2

落下高さ40cm 2

落下高さ45cm 2

落下高さ50cm 2

重錘落下試験

表-3 試験ケース 
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t=0.00040sec で急激に立ち上がり衝撃力の最大値

150kNを迎え，その後， 一旦，0 kNに戻り，50kN と

0kN の間で複雑な波形となっている．一方，供試体

下面の伝達衝撃力は，t= 0.00065sec まで 0kN が続い

ている．これは，上面から下面への衝撃力の伝播時

間の遅れである．その後，t=0.00360sec で最大値を

迎え，緩やかに減少して，t=0.01055sec でほぼ 0kN と

なっている． 

図-12 によると，剛結供試体の重錘衝撃力は，ク

サビ機構ゴム緩衝装置と同じ様に t=0.00040sec に向

かって急激に衝撃力が立ち上がり，最大値 185kN を

迎え，その後，t=0.00070sec で 100kN まで下がるが，

これに続く時間 t=0.00400secまで 130kN付近の力が

継続し，t=0.00400 ～0.00500sec の間でほぼ線形的に

0kN に向かって減少している．一方，伝達衝撃力は，

t=0.00025sec まで 0kN が続いているが，この時間遅

れは，クサビ機構ゴム緩衝装置の約 1/3 と短くなっ

ている．その後，急に衝撃力は増加して，t=0.00300

～0.00350sec まで 190～210kN の緩やかな上昇が続

き ， t=0.00305sec で 最 大 値 を 迎 え た 後 は ， 

t=0.00500sec に向かって線形的に減少している． 

（2）衝撃力と変位の関係  

図-13 および図-14 に，クサビ機構ゴム緩衝装置お

よび剛結型供試体の重錘落下高さ h=8cm における

衝撃力と垂直変位の関係を示す． 

図-13 によると，クサビ機構ゴム緩衝装置の重錘衝

撃力は，打撃直後の UV=0.05mmでの鋭い山形の衝撃

力を除いて，伝達衝撃力を中心として，複雑な波が

増減したような衝撃力と変位の関係を示している．

一方，図-14 の剛結型の場合には，t=0.0003sec まで

の急激に大きくなった重錘衝撃力は，t=0.00035sec 

まで継続しており，その後一気に 0kN まで減少して

いる．この傾向は伝達衝撃力も同じである．それぞ

れの最大値は，重錘衝撃力が 155kN であるのに対し，

伝達衝撃力は 220kN と伝達衝撃力の方が大きくな

っている． 

図-15 に重錘落下試験を行った全ての最大衝撃力

と最大垂直変位の関係を示す．図-13 および図-14 で

分かるように，試験における最大力発生時間と最大

変位発生時間は異なるため，この 2 つのデータの直

接的因果関係はないものの，概して線形関係が成立

している．したがって， 大きな最大衝撃力を生ずる

試験では，最大変位応答も大きくなっている．  

（3）伝達衝撃力緩衝効果  

図-16 に重錘落下試験を行った全ての最大衝撃力

と落下高さの関係を示す．  

図から分かるように，クサビ機構ゴム緩衝装置も

剛結型供試体も最大重錘衝撃力に対して，あまり差

異がない．重錘衝撃力の最大値は，衝突直後のクサ

ビが十分に動き始める前に生起しているためである．  

これは，動き始めのクサビとスライダーの円滑な変

位変換がなされていない可能性およびクサビやスラ

イダー自体の質量が大きいため，その慣性力の影響

も考えられる．しかし，伝達衝撃力の最大値では，
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剛結型では重錘衝撃力とほとんど変わらないのに対

して，クサビ機構ゴム緩衝装置の場合では，明らか

に小さくなっている．そこで，これらの最大伝達衝

撃力との比を求めると，図-17 のようになる．  

図-17 の剛結型供試体では，落下高さ 1～20cm ま

で， ほぼ 1.2 倍程度となっているのに対して，クサ

ビ機構ゴム緩衝装置では，落下高さ 1cmで 0.55倍で

あったものが， 落下高さ 10cmで 0.2 倍まで緩やか

に減少し，落下高さ 40cmまで 0.25 程度と一定であ

る．その後，やや増加傾向となり 50cmで 0.35 倍と

なっている．いずれにしろ，剛結型供試体に比べて

明らかに伝達衝撃力の低減による緩衝効果があるこ

とがわかる． 

 

７. 結論 

・軸方向衝撃力を 45°（直角方向）に配置したゴム

のせん断剛性を用いた緩衝装置の効果を確認した． 

・入力した衝撃力に対して受圧側構造物への伝達衝

撃力は，20～30％程度に抑えられることが確認でき

た． 

・下部・基礎構造などの補強が容易でない構造等の

補強手法ともなり得る． 

・重錘落下試験でも装置のゴムに載荷後の復元特性

が残存している． 

・繰返し発生するであろう予震等への対応にも適切

な配置を検討することが可能である． 

・装置の減衰特性は静的載荷試験の結果を基に定め

ているが，この特性を採用する構造全体の適切なモ

デル化を組合せることで，構造等に衝突を考慮した

解析を行うことも可能となる． 

 

なお，本研究・実験の推進にあたっては， 

香月 智 防衛大学校教授の多方面にわたるご指導

をいただいた．記して謝意を表します． 
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